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Ⅰ 令和元年度未処分利益剰余金の処分及び資本金の額の減少について 

 議案第１４１号「令和元年度三重県水道事業会計未処分利益剰余金の処

分について」及び議案第１４２号「令和元年度三重県工業用水道事業会計

未処分利益剰余金の処分について」は、未処分利益剰余金を処分するにあた

り、地方公営企業法第３２条第２項の規定に基づき、また、議案第１４３号

「令和元年度三重県電気事業会計資本金の額の減少について」は、資本金

の額を減少するにあたり、地方公営企業法第３２条第４項の規定に基づ

き、それぞれ議決を得ようとするものです。 

【議案第１４１号関係】 

議案第１４１号につきましては、令和元年度水道事業決算における

未処分利益剰余金５億１，１５３万６，２２４円のうち、１億７，１６２万

４，５９５円を減債積立金に積み立て、残余の３億３，９９１万１，６２９円

を資本金に組み入れる利益処分を行うものです。 

令和元年度水道事業 未処分利益剰余金処分 

                          〔処分内容〕 

当年度純利益          171,624,595円 → 減債積立金への積立 

その他未処分利益剰余金変動額  339,911,629円 → 資本金への組入 

当年度未処分利益剰余金     511,536,224円 

【議案第１４２号関係】 

議案第１４２号につきましては、令和元年度工業用水道事業決算における

未処分利益剰余金７億８，３４６万１，２６０円のうち、３億５，１５３万

３，７０５円を減債積立金に積み立て、残余の４億３，１９２万７，５５５円

を資本金に組み入れる利益処分を行うものです。 

令和元年度工業用水道事業 未処分利益剰余金処分 

                          〔処分内容〕 

当年度純利益          351,533,705円 → 減債積立金への積立 

その他未処分利益剰余金変動額  431,927,555円 → 資本金への組入 

当年度未処分利益剰余金     783,461,260円 
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【参考】資本金の額の減少（減資）のイメージ

減資前の貸借対照表 減資後の貸借対照表

単位：億円 単位：億円

資産 97 負債 1 資産 39 負債 1

　現金 84 資本 96 　現金 26 資本 38

　貸付金 9 　資本金 130 　貸付金 9 　資本金 38

　その他 4 　欠損金 34 　その他 4

〇減資に伴う資本金の動き

「未処理欠損金の補填」

資本金 ▲34
欠損金 34

「一般会計へ納付」

現金 ▲58 資本金 ▲58

※「未処理欠損金の補填」約３４億円と「一般会計
へ納付」約５８億円を合わせた資本金の額の減少は、
約９２億円となります。

【議案第１４３号関係】 

議案第１４３号につきましては、令和元年度電気事業決算における資本金

１２９億６，３６２万５，０００円のうち、９１億５，２７４万１，９０１円

を減少し、３３億６，８３８万９円を未処理欠損金に充てるとともに、  

５７億８，４３６万１，８９２円を一般会計へ納付するものです。 

令和元年度電気事業 資本金の額の減少 

                           

当年度末資本金残高 12,963,625,000円                〔内訳〕 
未処理欠損金の補填△3,368,380,009円 

資本金の額の減少 △9,152,741,901円   
一般会計へ納付   △5,784,361,892円 

減少後資本金残高  3,810,883,099円                                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


	00_分科会(R2.10.12)目次
	01_1_表紙（債権処理計画）
	01_2【企業庁頁なしのため入れてください。】○R元実績※0907時点
	02_3【企業庁頁なしのため入れてください】○R２目標
	02_分科会(R2.10.12)提出資料(剰余金処分)



